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2026年度職員定数・当初予算記者発表
ここ数年の定数増基調は維持するも欠員問題解消の見通しは未だ不透明
自治労県職労は今後も定数配置をしっかり検証し、欠員の早期解消や諸課題の是正を求めていきます
黒岩知事は2月９日、来年度予算案の概要と人員定数を発表しました。（局別職員定数は３頁）
知事部局の配分定数は、増員208人、減員216人でトータル8人の減となりました。
このうち主な増要素としては、地方独立行政法人県立福祉機構への派遣が61人、国際園芸博覧会開催準備体制の強化が52人、児童相談所一時保護所の体制強化が8人、人事制度改革体制の強化が4人などとなっています。
また、主な減要素としては、中井やまゆり園の地方独立行政法人化に伴う廃止が147人、リニア中央新幹線推進事務所の廃止が12人、児童相談所法定配置基準に基づく減が7人などとなっています。
なお、男性の育休取得の促進等を目的にこの2年間措置されてきた、4条任期付職員の採用は、2026年度は見送るとのことでした。
定数増の多くが、国際園芸博覧会などのイベント開催等に伴う準備体制の強化を目的としたものですが、定数減の大半は、中井やまゆり園の独法化に伴うものであり、全体としてみると、ここ数年続いた定数増の基調は維持されており、一定の評価ができます。
いくら配分定数を増やしても、500人を超える欠員を解消しなければ問題は解決しません！
一方で、福祉職などを中心に、すでに500人を超える欠員が生じており、その数は年々増加傾向にあります。これでは、いくら見かけ上の配分定数を増やしても、現場が直面する問題の解決には到底つながっていきません。
現在でも多くの職場から「恒常的に多忙な状況が続いているにもかかわらず、一向に人が配置されない」との声が聞こえてきます。
当局は交渉の度に、必要な人員は配置していると回答しますが、現場との意識のズレは依然として大きいと言わざるを得ません。
その一方で、近年の人材確保の困難さを念頭に、「多様な任用形態で県民サービスを担っていかなければならない」とも述べていますが、欠員をカバーしている非正規職員の処遇改善には、後ろ向きの姿勢を崩していません。

自治労県職労は、今回の定数配置をしっかりと検証し、必要な人員を今後も求めていくとともに、欠員の早期解消や、様々な課題について、当局に是正を求めていきます。
２０２６年度配分定数増減の主な要素（知事部局）
	増員
	208
	減員
	216

	皇室行事対応の体制強化
	3
	住民税超過課税延長終了
	1

	総合計画策定準備体制強化
	3
	東京ﾃﾞﾌﾘﾝﾋﾟｯｸ業務終了
	3

	人事制度改革体制の強化
	4
	かながわDMO業務移管
	1

	県有施設老朽化対策の強化
	1
	地方独立法人化業務終了
	8

	九都県市防災訓練開催対応
	1
	児相法定配置に基づく減
	7

	国民スポーツ大会業務推進
	1
	中井やまゆり園の独法化
	147

	ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝキャンペーン
	1
	保健福祉大学派遣引上げ
	3

	国際園芸博開催準備の強化
	52
	新型コロナ対策の見直し
	4

	全国育樹祭開催準備の強化
	3
	リニア推進事務所廃止
	12

	DV･ｽﾄｰｶｰ被害対策体制強化
	4
	その他業務見直し
	30

	県立福祉機構への派遣
	61
	KOUGEI EXPO準備強化
	2

	児相一時保護所の体制強化
	8
	都市緑化式典準備強化
	4

	献血推進全国大会準備強化
	6
	国費事務の体制強化
	1

	地域医療構想の策定等対応
	2
	津久井ほ場整備事業対応
	3

	宇宙関連産業支援体制強化
	3
	その他業務増
	45

	
	配置定数減
	△8


２０２６年度部局別職員定数

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	県政Ｃ
	
	＋４
	
	△１
	＋３

	
	・津久井ほ場整備事業対応
・その他業務増
	＋３
＋１
	・その他業務見直し
	△１
	４２０

（417）

	政策局
	
	＋８
	
	△４
	＋４

	
	・皇室ご臨席行事対応に係る体制強化
・新たな総合計画策定準備体制の強化
・その他業務増
	＋３
＋３
＋２
	・その他業務見直し
	△４

	４９０
（486）

	総務局
	
	＋８
	
	△６
	＋２

	
	・人事制度改革体制の強化
・県有施設老朽化対策の強化
・その他業務増
	＋４
＋１
＋３
	・個人住民税の超過課税(水源環境保全税)延長対応の終了
・その他業務見直し
	△１
△５
	１，２３０
（1,228）

	くらし安全防災局
	
	＋２
	
	△３
	△１

	
	・九都県市合同防災訓練の開催対応
・その他業務増
	＋１
＋１
	・その他業務見直し
	△３
	１９２
（193）

	文化スポーツ観光局
	
	＋３
	
	△５
	△２

	
	・国民スポーツ大会アイスホッケー競技業務の推進
・デスティネーションキャンペーンによる観光振興
・その他業務増
	＋１
＋１
＋１
	・東京2025デフリンピック業務の終了
・かながわDMOへの業務移管
・その他業務見直し
	△３
△１
△１
	２１７
（219）

	環境農政局
	
	＋５２
	
	△１
	＋５１

	
	・国際園芸博覧会開催準備体制の強化
・全国育樹祭開催準備体制の強化
	＋４９
＋３
	・その他業務見直し
	△１
	９７５
（924）

	福祉子どもみらい局
	
	＋９８
	
	△１６３
	△６５

	
	・DV・ストーカー被害対策に係る
体制強化
・（地独）県立福祉機構への職員派遣
・児童相談所一時保護所の体制強化
・国際園芸博覧会開催準備体制の強化
・その他業務増
	＋４
＋６１
＋８
＋２
＋２３
	・地方独立行政法人化業務の終了
・児童相談所法定配置基準に基づく減
・中井やまゆり園の地方独立行政法人化に伴う廃止
・その他業務見直し
	△８
△７
△１４７
△１
	１，３４２
（1,407）

	健康医療局
	
	＋１０
	
	△７
	＋３

	
	・献血運動推進全国大会開催準備体制の強化
・新たな地域医療構想の策定等対応
・その他業務増

	＋６
＋２
＋２

	・保健福祉大学派遣の引上げ
・新型コロナウイルス感染症対策の見直し
・その他業務見直し
	△３
△２
△２
	1， １０９
（1,106）

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	産業労働局
	
	＋７
	
	△６
	＋１

	
	・宇宙関連産業支援体制の強化
・KOUGEI EXPO開催準備体制の強化
・その他業務増
	＋３
＋２
＋２

	・新型コロナウイルス感染症対策の見直し
・その他業務見直し
	△２
△４
	４９２
（491）

	県土整備局
	
	＋１５
	
	△１６
	△1

	
	・都市緑化式典開催準備体制の強化
・国際園芸博覧会開催準備体制の強化
・その他業務増


	＋４
＋１
＋１０
	・リニア中央新幹線推進事務所の廃止
・その他業務見直し
	△１２
△４
	１,２８６
（1,287）

	会計局
	
	＋１
	
	△４
	△３

	
	・国費事務の体制強化
	＋１
	・その他業務見直し等
	△４
	７３
（76）

	
	
	
	知事部局計
	△８

	
	
	
	
	７，８２６
（7,834）

	教　育　局
	
	＋３１
	
	△１
	＋３０

	
	・こども性暴力防止法の施行に係る業務対応
・GREEN×EXPO　2027校外学習支援事業に係る業務対応
・校務DX・ICT関連業務の推進に係る体制の強化
・包括的民間委託の見直し等に伴う工事執行体制の強化
・全国高等学校総合体育大会開催に係る準備体制の強化
・中等教育学校における給食提供に係る準備体制の効果
・特別支援学校開設準備に係る対応
・施設の改修工事に向けた業務対応
・その他業務増
	＋４
＋１
＋１
＋７
＋１１
＋１
＋１
＋１
＋４
	・全国学校保健・安全研究大会開催の準備対応終了
	△１
	８０６
（776）

	議会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、労働委員会事務局、選挙管理委員会、漁業調整委員会事務局
	増減なし


[image: image1.emf]採用（名簿登載者数）［令和８年１月３０日現在］

　定年退職 ５名　

　Ⅰ種 ４２１名　

免許資格職 ２１２名　

　２号勧奨 　３４名　 　Ⅲ種

２４名　

　（福祉職 １４７名）

　中途採用

１０４名　

　（福祉職

（児童心理）

１０名）

　経験者採用 １８１名　

　（管理栄養士 ３名）

　（土　　木 １名）

　（薬剤師 １４名）

　対象者 　　　　－名

　（土木（公務A） ４名）

　（獣医師 １５名）

　応募者（定年前） １５名

　（土木（公務B） ２名）

　（保健師 １３名）

　（フルタイム 　　　－名）

　（農政技術 １名）

　（司書Ａ １０名）

　（短　時　間　　 １５名）

　（森　　林 １名）

　（建　　築 ２名）

　（電気（公務A） １名）

　（電気（公務B） １名）

　（保  健  師 ３名）

　（獣医師

(家畜保健衛生)

５名）

　（獣医師

(生活衛生)

２名）

　（福祉職 １０名）

退職（知事部局・労働委員会）

＜退職・採用の状況＞



再任用（知事部局・労働委員会）


